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ベルギー・EU 動向 ―2019 年 8 月― 

ジェトロ・ブリュッセル事務所 

 

1. ベルギーの政治動向 

(1) 2022 年にブリュッセル首都圏式全体で移動体通信網がひっ迫と産業団体が警鐘 

技術集約型産業の企業が多く加盟する産業団体の Agoria は、2022 年にブリュッセル

首都圏地域全域の移動体通信網で、通信ピーク時に混雑が発生すると警告を発した。同

団体によれば、政策に変更がなく、規格が更新されなければ、2020 年初頭には地域内の

繁華街やオフィス街などで回線に混雑が発生。2021 年には旧市街を取り囲む環状道路の

内部と周辺の人口密集地域で通信網がひっ迫し、2022 年第 1 四半期にはブリュッセル首

都圏地域のほぼ全体で回線の混雑が発生するという。現行の第 4 世代移動体通信規格

（4G）よりも高速な第 5 世代移動体通信規格（5G）の導入が望まれるところだが、ブリ

ュッセル首都圏地域では、フランダース地域やワロン地域よりも厳しい 5Gと適合しない

電磁波の規制が定められている。同団体は地域政府に対し、電界強度の上限の引き上げ

など通信事業者との合意の実施を呼びかけた。（2019 年 8月 2日） 

 

(2) 6 月下旬の猛暑期間中、死亡件数が予想よりも 102 件増加 

国立医療・衛生研究機関シエンサノ（Sciensano）は、「猛暑・オゾン対策」が発令

された 6 月 21 日～7 月 1 日にかけての死亡件数は、予想されていた死亡件数 2,885 件

を 102 件上回ったと発表した。特に 65～84 歳の年齢層における影響が大きかったとい

う。シエンサノは、この件数を「ほどほどの死亡率の上昇」と評価。しかし、「猛暑・

オゾン対策」に一定の効果はあったが、夏季の死亡件数は大気汚染の度合いや猛暑の期

間の長さ、昨冬のインフルエンザ流行による死亡件数の上昇など、様々な要因に左右さ

れるため、各ケースの死因がわからなければ、死亡件数上昇の原因は特定できないとし

た。なお、７月下旬の猛暑における死亡件数の増加についても別途、発表される予定だ。

（2019年 8月 8日） 

 

(3) 5 月末までに 3,454 名の英国人がベルギー国籍取得 

2016 年 6 月に実施された英国の EU 離脱の国民投票から今年 5 月末にかけて、3,454

名の英国人がベルギー国籍を取得した。フランス語経済紙「L'Echo」や公共放送 RTBF

などが報じた。英国が離脱する予定の 10 月 31 日までに 4,000 名を突破する見通しだと

いう。欧州委員会などの EU 機関に勤務する英国人に加え、英国籍の報道関係者などが

国籍を取得した。（2019年 8月 14日） 
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(4) フランダース政府で正式な連立交渉を開始 

5 月 26 日に実施された連邦・地域政府の総選挙の結果を受け、フランダース政府で

連立交渉が正式に始まった。連立交渉に参加するのは地域主義政党 N-VA（新フランダ

ース連合）と CD&V（キリスト教中道）、OpenVLD（中道右派）の 3党。前政権と同じ顔

ぶれだ。選挙結果でフランダース議会第 1党となった N-VA は当初、第 2党の極右

「Vlaams Belang（フランダース問題）」との連立の可能性を探っていた。しかし、報

道によると N-VA は、交渉の裏で繰り広げられる Vlaams Belang のプロパガンダ攻勢を

受けて交渉は不可能と判断した模様だ。なお、通常、連立政権の組閣人が首相に就任す

るが、当初、フランダース政府の首相となると目されていた N-VA のバルト・ド・ウェ

ーベル党首は組閣人とならず、連邦政府首相に関心を示していた同党のヤン・ヤンボン

前副首相兼内務相が担当する。（2019 年 8月 19 日） 

 

(5) フランダース地域の経営者 50 名が政策提言 

50 名のフランダース地域の経営者が、連立交渉が続く連邦政府とフランダース政府

に対する政策提言を、フラマン（オランダ）語経済紙「De Tijd」において、公開書簡

として発表した。同書簡は、労働市場改革、機会の平等、環境保護、モビリティの改善、

薬物汚染対策の 5 点を重点分野として指摘。さらに、より効率的な政策立案に向けた提

言として、調査の充実、簡易かつ透明な法制度、政治任命ポストの削減を挙げた。

（2019年 8月 20日） 

 

(6) ベルギー企業連盟「再出発政府」の設立を提言 

ベルギー企業連盟（FEB）は、5 月の総選挙後、連立の見通しが立たない連邦政府に

ついて、暫定的な「再出発政府（gouvernement de redémarrage）」の設立を提言した。

10 月には予算案の作成や、英国の EU 離脱が控えている上、ドイツ経済の減速への対応

も必要となる。FEB は、選挙結果からすれば、それぞれフラマン（オランダ）語系とフ

ランス語系の最大政党である N-VA（新フランダース連合、地域主義）と PS（社会党）

が連立協議を開始すべきだと指摘。しかし、9 月中にその見通しが立たない場合に、無

政府状態を避けるため、職務執行内閣に予算や英国の EU 離脱など特定分野における権

限を付与した「再出発政府」を発足させることで、政策運営と次期政権の連立交渉を並

行して実施することを提案した。一方、総選挙の再実施については、時間の浪費となり、

政権樹立の助けになるとは限らないと否定的。「再出発政府は最良の選択ではないが、

こうした脅威の目前にあっては政府が必要だ」と強調した。（2019 年 8月 30 日） 
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(7) 今夏 3度目の熱波到来 

ベルギー王立気象研究所（IRM）は、今夏で 3 回目の熱波が、同研究所が立地するブ

リュッセル首都圏地域南部のユックルで観測されたと発表した。同研究所は、最高気温

セ氏 25 度以上が 5 日以上連続し、かつ気温が 30 度を超える日が 3 日以上含まれること

を熱波と定義している。ひと夏に 3 回の熱波を記録するのは、4 回の熱波を記録した

1947 年ぶり。近年、熱波が頻繁に発生する傾向にあり、1901 年以来発生した 44 回のう

ち、10 回が最近 10 年に集中。また、1901～1990 年においては平均 4 年に 1 回の頻度で

発生していたが、2015 年からは毎年発生している。（2019 年 8月 30 日） 

 

 

2. ベルギーの経済動向 

(1) 7 月のブリュッセルのホテルの客室稼働率は過去最高に 

2019 年 7 月のブリュッセルのホテルの客室稼働率は 78.3％となり、過去最高を記録し

た。visit.brussels（ブリュッセル首都圏地域政府観光局）の情報として、複数のメデ

ィアが報じた。前年同月も平均客室稼働率は 76％と記録的な水準だったが、それを超え

る稼働率となった。特に週末の稼働率が高く、従来、旅行者の大部分を占めるビジネス

目的の旅行者だけでなく、観光目的の旅行者が増加したとみられる。世界最大の自転車

レース「ツール・ド・フランス」の初めの 2 ステージがブリュッセルで開催されたこと

に加え、やはり世界最大のエレクトロ・ダンス・ミュージックの野外フェスティバル

「トゥモローランド」や、欧州理事会（首脳会議）などのイベントも宿泊客の拡大につ

ながった。（2019 年 8月 1日） 

 

(2) 早期年金受給制度の対象者数が 9年間で半分以下に 

2018 年の早期年金受給制度（現在は「企業補填付き失業保険手当」に改称）の利用

開始者数は、2011 年の約 1 万 4,500 人から約 6,500 人まで減少した。フラマン（オラ

ンダ）語日刊紙「De Morgen」や「Het Laastste Nieuws」などが報じた。早期年金受給

制度の対象者数は 2010 年の延べ約 12 万人から 2019 年 6 月には約 5 万 7,000 人まで縮

小。2018 年の時点での対象者数は約 7 万 4,500 人とされており、対象者の一部が正規

の年金受給開始年齢に達したことなどにより、約 1 万 7,500 人の減少となった。ディ・

ルポ政権（2011 年～2014 年）とミシェル政権（2014 年～）において利用開始年齢が引

き上げられたことが利用開始者数の縮小の原因とみられる。（2019 年 8月 7 日） 
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(3) 25 歳未満の労働者の割合は縮小傾向、特に非商業部門で顕著 

人事サービスのアセルタ（acerta）は、約 4 万の雇用主を対象とする、25 歳未満の

労働者の雇用に関する調査の結果を公表した。同調査によると、近年、雇用件数全体の

拡大がみられた一方で、それに占める 25 歳未満の労働者の割合は 2015 年の 3.1％、

2016 年および 2017 年の 3.2％から、2018 年には 2.9％に縮小。その背景として、就業

継続期間の延長や、就学期間の長期化の影響を示唆した。また、産業部門別では、2018

年の時点で 25 歳未満の労働者の 29.4％がサービス部門に従事、22.6％が商業、22.4％

が工業、非営利部門が 19.3％となった。特に非営利部門は 2015 年（24.2％）から約 5

ポイントの縮小となり、「正確な原因を突き止め、非営利部門における人事ポリシーを

適合させることが重要」と警鐘を鳴らした。（2019 年 8月 7日） 

 

(4) 2019 年年初から中小企業において 2万人分以上の雇用創出 

人事サービスの SD Worx は、2019 年年初から国内の中小企業において 2 万人分以上

の雇用が創出されたとの推計を発表した。これによると、同年第 2 四半期において、従

業員 100 名以下の企業の雇用が 0.33％、5,775 人分拡大。前年同期（0.17％拡大）を大

きく上回り、第 1 四半期に創出された雇用と合わせると、2 万 1,000 人分を超えるとい

う。企業規模別にみると、従業員 20 人未満の企業で 0.3％、20～49 人の企業で 0.4％

となり、50 人未満の企業での雇用創出が目立った。従業員 50～100 人の企業での雇用

創出は、フランダース地域とブリュッセル首都圏地域では停滞、ワロン地域では 0.5％

拡大し、ベルギー全体で 0.1％の拡大となった。（2019 年 8月 27 日） 
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＜月例経済指標＞ 

 

7月の新車登録台数：前年同月比5.47％増 

ベルギー自動車工業会（FEBIAC）は、7 月

の乗用車の新車登録台数は 4 万 5,110 台

（前年同月 5.47％増）だったと発表した。

昨年 8 月以来のプラス成長となり、7 月の

新車登録台数としては過去 10 年で最高。

ブランド別では、フォルクスワーゲンのシ

ェアが 11.14％と最も大きく、メルセデス

ベンツ（シェア 10.14％）とルノー（同

8.12％）が続いた。（2019 年 8月 2日） 

 

7月の失業手当受給者数：前年同月比7.2％減 

国立雇用局（NEO）は、7 月の失業手当受給

者数が 32 万 1,496 人（前年同月比 7.2％減）

だったと発表した。地域別にみると、フラ

ンダース地域が 12 万 6,849 人（同 9.0％

減）、ワロン地域が 13 万 1,197 人（同

7.2%減）、ブリュッセル首都圏地域が 6 万

3,450 人（同 3.2％減）だった。（2019 年 8

月 28 日） 

 

 

8 月のインフレ率：前年同月比 1.26％上昇 

連邦経済省の発表によると、8 月の消費者

物価指数は前年同月比で 1.26％上昇した。

2015 年 10 月以来の小幅な上昇となった。

自動車と通信サービスが値上がり要因とな

った。天然ガス、海外旅行、移動体通信な

どは押し下げ要因となった。（2019 年 8 月

29 日） 
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3. ベルギーの産業動向 

(1) 宿泊・飲食事業者の約 7割が SNS・専門サイトでのネガティブなコメントを経験 

飲食業などの事業者が多く加盟する自営業者中立組合（SNI）は、宿泊・飲食事業者

の約 7 割が、過去 3 年間にインターネット上の専門サイトやソーシャル・ネットワー

ク・サービス（SNS）上にネガティブなコメントが書き込まれたことがあると発表した。

2016 年には約半数程度であり、増加傾向にあるという。また、ネガティブなコメント

が占める割合も 2015 年には数パーセントだったが、現在では半数を超えるという。こ

うしたコメントに対して継続的に回答している事業者は 4 割程度にとどまり、反応しな

い理由としては、「どのように反応してよいかわからない」（12％）、「時間がない」

（18％）、「ポジティブな反応のほうが多い」（21％）などが挙がった。SNI は、「ポ

ジティブな反応は短いことが多いが、大抵、ネガティブな反応は長く、表現も豊かで注

意を惹く」と指摘。「注意し、反応する必要がある」とし、満足度の高い常連客にポジ

ティブなコメントを書き込んでもらう、オンライン、電話などでプライベートに対話す

る、批判から学ぶ、などの対策を推奨した。（2019 年 8月 5日） 

 

(2) 中国のバイオ医薬品流通を専門とする企業が初の欧州拠点をリエージュに設立 

中国の上海を本拠地とする、シェンシェン・サプライチェーン・マネジメント

（Shengsheng Supply Chain Management）がリエージュに初の欧州拠点を開設する。ワ

ロン地域政府貿易・外国投資振興庁（AWEX）が明らかにした。シェンシェン・サプライ

チェーン・マネジメントは、検体の厳密な温度管理が要求されるバイオ医薬品分野の流

通事業が専門。中国で 700 人以上を雇用。リエージュでは約 20 人分の雇用創出が期待

される。AWEX によると、ワロン地域における細胞療法などのバイオ産業の集積や、リ

エージュ空港に拠点を置く中国系物流企業の数が決め手となった模様だ。（2019 年 8

月 6 日） 

 

(3) 日本の対韓輸出管理強化がベルギーにも影響 

日本が韓国向けの半導体材料の輸出管理を強化したことを受け、韓国のサムスン電子

が対象となる 3 品目のうちフォトレジストの供給元をベルギーで確保したと Nikkei 

Asian Review が報じた。供給元は日本の化学大手企業と研究機関 imec の合弁企業であ

る模様。また、聯合ニュースによると、輸出管理強化を受けて韓国で広がる日本製品の

不買運動の影響で、7 月の同国への日本産ビールの輸出は 434 万 2,000 米ドル（対前月

比 45.1％減）となり輸入ビール市場 1 位から 3 位に後退。ベルギー産ビールが同

49.5％増の 456 万 3,000 米ドルとなり、輸入額トップとなった。（2019 年 8 月 10 日） 
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(4) スタートアップ企業はブリュッセルの起業環境を高く評価 

大手会計事務所プライスウォーターハウス・クーパース（PwC）は、欧州の主要都市の

起業環境に関する調査「European Start-up Survey」を発表した。同社ベルギー法人に

よれば、調査に参加したブリュッセルに拠点を置くスタートアップ企業の 90％が、同市

は起業にふさわしい場所だと評価した。特に、IT インフラやスタートアップ企業に対す

るコーチングの提供などの評価が高く、ストックホルム（100％）とオスロ（97％）、ア

ムステルダム・チューリッヒ（ともに 93％）にはかなわなかったものの、ベルリン

（88％）やロンドン（87％）パリ（67％）を上回った。また、「他国に事業活動を移動

させる計画がない」と回答した企業は 87％に上り、欧州平均の 59％を上回った。一方、

顧客の獲得や適切な従業員の採用、資金調達が課題として指摘された。（2019 年 7月 11

日） 

 

(5) アントワープ港、水面に浮遊するプラスチックごみの回収装置を試験運用 

アントワープ港湾局は今秋、同港において運河やドックの水面に浮遊するプラスチッ

クごみの回収プロジェクトを実施する。同港が設置するプラスチック回収装置は、オラ

ンダのエンジニアリング会社 Allseas が設計した概念実証用のもので、75％がリサイク

ル材で構成されている。長さ 100 メートル、水深 1.5 メートルのアームで浮遊する海洋

プラスチックを風力と潮流、重力を利用して容積 8 立法メートルの回収容器に集める。

回収容器は岸壁からクレーン付きトラックで吊り上げ、交換する。（2019 年 8 月 21 日） 

 

(6) アイスウォッチとシチズン時計、合弁会社を設立 

経済紙「L'Echo」などの報道によると、カジュアル腕時計メーカーのアイスウォッチ

とシチズン時計は、合弁会社を設立し、ベルギーとフランスでシチズン・ブランドの腕

時計の販売を行う。これにより、両国におけるシチズン・ブランドの腕時計の販売網の

拡大が期待される。なお、「L'Echo」によると、アイスウォッチはシチズン時計のムー

ブメントを採用しているという。（2019 年 8 月 23 日） 

 

 

4．EU の動向(～「ジェトロビジネス短信」より～) 

（1）ジェトロ、「日 EU・EPA 解説書」改訂版を公開（2019 年 8月 1 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/e7fbe429f93dbcd0.html  

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/e7fbe429f93dbcd0.html
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（2）6 月の失業率、ユーロ圏で前月比 0.1 ポイント改善、EU は横ばい（2019 年 8 月 6 日

付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/1a9eeedea9c8b578.html  

 

（3）ルーマニア、上半期の EU 理事会議長国を終えての成果を発表（2019 年 8 月 14 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/8bebbe8c127a836f.html 

 

（4）EU、ブレグジットめぐる離脱協定案の見直しに難色（2019 年 8月 21 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/1562801498bdc3fc.html 

 

（5）ドイツ税関による EPA ガイダンス日本語仮訳をジェトロが作成（2019 年 8 月 23 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/01e00eaa2b9a23cc.html 

 

（6）EU、ブレグジットをめぐるジョンソン英首相の姿勢を牽制（2019 年 8月 27 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/f3aceb3c572fbdbe.html 

 

（7）ジョンソン英首相、10 月 31 日の EU 離脱を強調（2019 年 8 月 28 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/d1e8c4fe6293a308.html 

 

（8）マクロン大統領がジョンソン首相と初会談、離脱再交渉に応じない構え示す（2019

年 8月 28 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/98a915a96caf9317.html 

 

（9）欧州議会、ブレグジットめぐり英国政府に慎重な判断求める（2019 年 8 月 29 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/1ec28e0b5cdf4fcc.html 

 

（10）世界の政治・経済日程（2019 年 9～11 月）（欧州）（2019 年 8月 30 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/7f09c520cb0d9644.html 

 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/1a9eeedea9c8b578.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/8bebbe8c127a836f.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/1562801498bdc3fc.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/01e00eaa2b9a23cc.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/f3aceb3c572fbdbe.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/d1e8c4fe6293a308.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/98a915a96caf9317.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/1ec28e0b5cdf4fcc.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/08/7f09c520cb0d9644.html
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＜調査レポートのご案内＞  

■英国の EU 離脱に伴う各国の反響や今後の日本企業への影響 

https://www.jetro.go.jp/world/europe/uk/referendum/ 

■日 EU 経済連携協定（EPA） 

https://www.jetro.go.jp/world/europe/eu/epa/ 

 

 

 

『ベルギー日本人会商工委員会ビジネスセミナー案内送付のお知らせ』 

日本人会商工委員会と日本貿易振興機構（ジェトロ）ブリュッセル事務所は、労務・法務、

会計、政策動向、経済情勢など皆様のビジネスに関連するテーマを題材にしたビジネスセ

ミナーを年に 4回開催しています。日本人会会員企業の方は無料で本セミナーにご参加い

ただけます。案内状の送付を希望される方は、belinfo@jetro.go.jp までメールアドレス

をご連絡ください。 

https://www.jetro.go.jp/world/europe/uk/referendum/
https://www.jetro.go.jp/world/europe/eu/epa/
mailto:belinfo@jetro.go.jp

